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   平成 21 年度第４回新潟県公共事業再評価委員会議事概要 

 

【土木部所管事業】 

 

●街路事業 全般 

 

委 員 当初計画で 1.44ｋｍであった事業延長が、3.31ｋｍに延伸した理由を教え

てください。 

 

 県  全体計画としては当初から 3.31ｋｍでした。事業としても最初から 3.31

ｋｍの事業認可を取って事業化したかったのですが、事業区間にある沢根

漁港の管理者との調整に時間が掛かることが分かっておりましたので、第

１期工区として 1.44ｋｍを事業化し、その間に漁港管理者との調整を行い、

その調整が整ったことから平成 17 年度に残りの区間を第２期工区として

立ち上げたものです。 

 

委 員 沢根地区については、補償物件が多いことから現道を拡幅するのではなく、

海側にバイパスを造るということなのですか。 

 

 県  現道拡幅は、人家が連なっていることから工費的に高くなることもありま

すが、先程ご説明したとおり、国の重要文化景観指定を目指す鶴子銀山跡

に隣接する、文化的価値のある古い町並みですのでこれを保存するという

ことでもあります。 

 

委員長 他にご意見、ご質問なければ委員会の意見としては県の提案のとおり継続

でよろしいでしょうか。 

 

    ＜異議なし＞ 

 

委員長 それでは、ご説明のあった街路事業１箇所については継続でよろしいかと

思います。 

 

●河川改修事業 全般 

  

委 員 氾濫のシミュレーションをやり直したとのことですが、前提条件として溢

れた水の量は変わらないのですか。 
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 県  前回、簡便法で計算していた際には破堤するという前提ではありません。

堤防を越流した水が氾濫するという計算をしています。それに対し、今回

は破堤するという前提での計算をしていますので、氾濫のボリュームが全

く違います。 

 

委 員 氾濫解析についてもう少しお聞きしたいのですが、Ｎｏ.56 の渋海川では、

Ｂ/Ｃが２から 50 にまで増えている訳ですが、他の箇所はそれほど増えて

いないようです。最新のデータを用いたというのは新しい工場とか住宅が

できたというようなことがあるのでしょうけれど、渋海川でこれだけＢ/

Ｃが大きくなったというのは、氾濫域が広がったということと、氾濫域内

の資産が増えたということの両方を加味しているのですか。 

 

 県  両方加味しております。渋海川の場合での最も大きな要因は、堤防高と背

後地の地盤高の差が大きいということです。人が暮らしている側から見ま

すと、堤防が非常に高いわけです。このようなケースで堤防が破堤します

と、ものすごく大きな氾濫流が生じることになります。それに対して、堤

防高がそれほど高くないところは、破堤しても氾濫流のボリュームが劇的

に増えるわけではないという地形の差で大きく異なってきます。もう一つ

はご指摘のとおり氾濫域での資産の増え方によって影響を受けます。 

 
委 員 千秋ヶ原に大きなショッピングセンターができたりしたことも影響してい

るのではないでしょうか。 

 
委 員 破堤すると仮定する場所によってシミュレーションの結果に大きな違いが

でると思いますが、破堤する場所とか規模についてはどのように決めてい

るのですか。過去の実績に基づいているとか、被害が最大になるところと

かとしているとか。 

 
 県  右岸、左岸でそれぞれどこが破堤したら被害が最も大きくなるかというこ

とを考えて選んでいます。 

 
委 員 同時に５箇所が破堤するという前提なのですか。 

 
 県  同時ではなく、１箇所ずつ破堤した場合を重ね合わせています。 

 
委 員 計算上では分かりますが、起こりえない破堤を想定して計算しているとい
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うことはないですか。過去の事例に基づいて妥当な想定だと判断している

のですか。 

 
 県  堤防の形、厚み、高さなどを考慮して決めています。想定している破堤箇

所すべてが同時に破堤するかと言えば起きるか起きないかは分かりません

が、右岸側が破堤したら左岸側は安全などという簡単な論理ではありませ

ん。実際に千鳥で破堤した例もございます。 

 
委 員 過去のケーススタディからして起こりうるということですか。 

 
 県  そうです。 

 
委 員 ちょっと理解に苦しむのは、通常、前回と今回で異なる点を説明する時に

は、流量は同じだけれど、今までは越堤だけを前提していたところ、今回

から破堤を前提とすることになった結果として、新たな被害の規模につい

て説明があるべきだと思いますが、実際は色々な被害が過剰に、今まで以

上に想定されているのではないでしょうか。例えば、破堤が６箇所あると

すると、最終的に便益として加算されるのは、その６箇所の被害を重ね合

わせた累積値になる訳ですか。 

 
 県  そうです。マニュアルに従い６箇所それぞれの被害を把握し、各地点、資

産の最大被害額を足し合わせた値となっています。 

 
委 員 そうするとＢ/Ｃが 50 倍になってもおかしくないわけですが、しかし、問

題は、その想定が実際と合っているのでしょうか。 

 
委 員 単純に言うと、上流から流れてきた水を池にしたということになるのでは

ないでしょうか。 

 
 県  実際の現象として、６箇所が同時に破堤するというのはあり得ないと思い

ます。しかし、ある箇所が破堤した時に、浸水が拡がるエリアを明確にす

ることによって、被害軽減には役立っていると思います。 

 
委 員 イメージとしては分かりますが、前回評価と比較して、Ｂ/Ｃがすごく大き

くなって、その原因が、前提としてなかなか起きない現象の累積によって

生じているとなると不信感を伴います。それよりは、例えば２箇所破堤し

たと想定して、前回と比較して数字的にこれくらいの差になりましたとい



4/16 

う説明の方が信頼しやすいと思います。 

 
委 員 誰もがそう思うのではないでしょうか。自分に都合の良い最大公約数を計

上しているという感じがします。無理にＢ/Ｃを高くしていると思われるこ

とがかえってマイナスになると思います。 

 
 県  無理にＢ/Ｃを上げているということではありません。 

 
委 員 河川が氾濫したときに被害がどうなるかっていうことは、皆が分かってい

る事だと思います。Ｂ/Ｃの絶対値についてはこの委員会でもあまり重要視

していないと思います。Ｂ/Ｃが大きいか、小さいかは限られた予算の中で

事業を進めていく際の優先順位の付け方に関係してくるだけではないでし

ょうか。 

 
委 員 県内すべての河川について同じような考え方でＢ/Ｃを整理しているなら

相対的な比較をする際には役には立つと思います。 

 
 県  便益計算の考え方ですが、便益が増加する要因として、被害率という考え

方がございます。家屋等の被害額は、区域内の家屋資産に対して、マニュ

アルで定められた浸水する深さ別の被害率を乗じて算出されます。床下浸

水から床上浸水に被害が拡大することによって約 3 倍から 26 倍になりま

す。その結果、総便益は、氾濫解析による資産額の増及び被害率の増によ

りかなり増加します。 

 
委 員 1/10、1/30、1/100 というのは、河川ごとに統計データから決めているの

だと思いますが、なぜ、同じ確率で整備しないのですか。1/30 から 1/10
にしてもそれほど被害率が上がらないかもしれないし、すごく上がるかも

しれないのですが。 

 
 県  計画する際の計画規模(確率)を決める際には５つの指標を持っております。

その１つ目が山地も含めた流域面積です。２つ目が平地の面積、３つ目が

想定氾濫区域内の面積、４つ目が想定氾濫区域内の家屋数、５つ目が想定

氾濫区域内の総資産額。この５つの指標を参考に計画規模(確率)を決めて

おります。例えば、この５つの指標のうち４つが 1/30 確率が妥当と判断さ

れれば、計画規模は 1/30 とするといった具合です。流域面積でお話します

と、50ｋｍ2 未満であれば 1/30、50ｋｍ２～100ｋｍ２であれば 1/50、100
ｋｍ２～200ｋｍ２であれば 1/70、200ｋｍ２以上であれば 1/100 というよう
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な基準を設けまして、５つの指標のうちいくつがどの規模に該当するかで

計画規模(確率)を決めております。そうしますと、大都市で地形的に不利

であれば計画規模(確率)が大きくなるということになります。 

 
委 員 進捗率が前回からそれほど上がっていないので少し心配しています。せっ

かくシミュレーションで正確に試算できるようになったのに、時間が経つ

と経済的な見直しなどの影響を受けるので早めに実施していただきたいと

思います。 

 
 県  床上浸水が発生するような悲惨な水害にならないよう重点投資していきた

いと思っております。 

 
委 員 精度を上げた洪水シミュレーションをした結果、当初考えていたよりもか

なり大きな被害が想定されることが分かった時に、今の整備計画よりも、

もっとしっかりした対応が必要になるということもあるのではないでしょ

うか。 

 
 県  事業としての優先順位が高くなることはあります。毎年 1 億円予算付けし

ていたところが、３億円必要になるかもしれません。 

 
委 員 計画のグレードアップが必要になるかもしれないということですか。 

 
 県  はい。その場合は、また再評価委員会にお諮りすることになります。 

 
委 員 渋海川のＢ/Ｃが 50.2 になったわけですが、今まで２だったものが 50 にな

ったというのは、一般常識からすると納得できないのではないでしょうか。

先程から話にでているように、恣意的にできてしまうという印象を受けて

しまいます。ですから、本当に破堤で考えるべきなのか、破堤という前提

ではＢ/Ｃが大きくなるのは分かるのですが、不信感を持たれてしまうこと

もあります。今後もこのようなケースがでてくることも考えられますので、

ここで改めて再検討をお願いしたいと思います。 

     
 県  どういう所を破堤させて計算するかについてもマニュアルに書いてありま

して、それに基づいて計算しております。 

 
委 員 破堤の箇所も６箇所という前提ですが、もう２、３箇所破堤させたらＢ/

Ｃが 100 になるのではないですか。それをマニュアルで説明できるのです
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か。過去の破堤の事例に基づいて計算するとか、見直しが必要なのではな

いでしょうか。 

 
委 員 氾濫する土地も勾配があるので、どこで氾濫させるかによって被害は全然

違ってくると思います。逆に言えば、破堤して最も被害が大きくなる所は

絶対に防護する必要があります。他と同じ造り方をすべきでないという発

想にもなります。 

 
委 員 被害の少ないところは逆に破堤しやすくするとか、堤防を低くしておくと

かという考え方もある。 

 
委 員 説明する際に、通常ではこれだけ堤防が切れることはないかもしれないけ

れど、マニュアルに基づいて最大の被害を想定したときにこれだけのＢ/
Ｃがでるという説明をしてもらえれば理解できると思います。 

 
委 員 県民にこの数値を見てもらう時に、単にＢ/Ｃが２から 50 になったという

ことではなくて、だから県はどうするのか、というところが大事なのだと

思います。具体的には、先程お話しがあったように、この部分は破堤した

ら大きな被害がでるので絶対に破堤しないようにしなければならないとか、

計画の変更などに反映されないとなかなか納得しにくいと思います。 
    単に数値だけが変わりましたという説明ではなく、２から 50 に変わった

のなら優先度を上げて、早く終わらせなければならないということにもつ

ながってくるだろうと思います。新たな数値が出たならそれを結果に生か

すことが重要だろうと思います。 

 
 県  県としては重点箇所だという認識を持っております。氾濫解析をやる以前

からそのような認識は持っておりましたけれど、氾濫解析をやったことで

それが数字的にも裏付けられたと思っております。 

 
委員長 他にご意見、ご質問はありますか。なければ河川改修事業 12 箇所につい

て県は継続したいということですが。よろしいでしょうか。 

 
    ＜異議なし＞ 

 
委員長 それでは、委員会の意見として、河川改修事業については、県の提案のと

おりで異議なしといたします。 
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●河川総合開発事業  

 

委 員 ２点お聞きしたいと思います。１点目は、Ｂ/Ｃ算出の基準年を 14 年から   

    21 年に変更になっていますが、その理由を教えてください。２点目は、こ 

    のダムの完成予定はいつになるのかを教えてください。また、このダムは 

    まだ本体着手していないという認識でよろしいでしょうか。 

 

 県  まず、基準年の変更についてですが、前回評価しました平成 16 年度時点で 

    は、最新のデフレーターに関する資料が平成 14 年度でしたので、平成 14 

    年度を基準年として計算しておりました。今回は、平成 21 年度の評価であ 

    ることと、今まで、事業間で基準年の取り方に齟齬があったことから、今   

    回は平成 21 年度を基準年として計算するように事務局から指示があった 

    ことによります。 

    ２点目ですが、私どもは完成までの本体契約を既に済ませておりますので 

    、本体着手していると認識しております。契約は、掘削とその後のコンク   

    リートの打設を複数年契約しておりまして、完成予定は 20 年代後半として 

    おります。 

     
委 員 契約はしているけれど、着手はしていないと理解してよろしいでしょうか。 

 
 県  前原国交大臣が言われている、新たな段階に入らないダムの中に、本体着

工をしていないダム、転流工をしていないダムがあります。転流工につい

ては奥胎内ダムについては終わっており、本体の掘削もほぼ終わっており

ますので、私どもは本体着手していると認識しております。 

 
委 員 国の考え方がまだ不透明なところもあるのかもしれませんが、ダム建設に

対する国全体の流れとしては、年末までに本体未着工のダムと事業継続の

ダムを分けなければならないのですか。 

 
 県  年末までに、国が検証対象とするダムと事業継続するダムという２つに区

分をするということが表明されていますが、その２つに分ける際の線引き

をどうするのかについては、直轄ダムに関して、本体着工ダムというキー

ワードをおっしゃっておりますけれど、私どもの補助ダムについては具体

の区分の考え方については示されておりません。 

 
委 員 区分の考え方については地方自治体に任せるということでしょうか。 
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 県  いいえ。国庫補助金を支出するかどうかは大臣がお決めになることです。 
    12 月 15 日付けの国交大臣から全国の知事宛に発せられた文書には具体的

にどういうところで線引きするかということについては触れられていませ

ん。 

 
委 員 年末までに各ダムの取扱いを決めるというのは、直轄事業に関しては基準

がある程度明確で、補助事業のダムに関しては、国から知事に対して協力

要請の文書が来たという状況だということでしょうか。その要請に対して

知事はどのように言っているのですか。 

 
 県  協力要請の文書が来た状況ですが、まだ国から具体の線引きなどが示され

ていないなど、情報が不足しているので何とも言える状況ではありません。 

 
委 員 今、我々としては、国主導の不確定要素はあるけれども、それは状況を見

守るとして、委員会は、今まで県が進めてきた事業のプロセスの中で継続

すべきかどうかを議論するということだろうと思います。 

 
 県  従来どおりの再評価の実施要綱に基づいて審議していただき、ご意見をい

ただいて、事業を継続するかどうかの最終的な判断は県がさせていただき

ます。 

 
委 員 その結果が、国の有識者会議で基準が示された時に、別の結論になる可能

性があるということですか。 

 
 県  平成 22 年の夏頃に有識者会議の中間取りまとめが行われることになって

おりますので、それに基づいて県として何らかの判断をしなければならな

いと思います。 

 
委 員 「⑩便益の内訳」で便益が減額となっているのは、日沿道ができて、一つ

の堤防になったことでダム自体の効果が減ったということですか。 

 
 県  氾濫解析の結果を比較しますと、日沿道が高盛土で出来ているため、結果

として堤防以上の効果を発揮することとなります。 

 
委 員 日沿道が堤防の役割を果たすとすれば、日沿道の外側（胎内川の下流側）

は確かに水害から守られると思いますが、内側（胎内川の上流側）はむし

ろ水位が上がって被害が大きくなると思うのですがいかがですか。氾濫解
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析図の結果を比較しますと、日沿道の完成前後で、被害額が大きく減るほ

どの大きな違いがないように感じますが。 

 
 県  日沿道でもボックスカルバートを設置しているところは、水を集めて、下

流に流すことになる位置になりますので、逆に被害が大きくなっています。 

 
委 員 従来と比べて、浸水被害額が 150 億円減ったというのは、すべて日沿道完

成によるのですか。 

 
 県  日沿道の開通と破堤地点の見直しによります。 

 
委 員 日沿道と破堤地点の見直しによる浸水被害額の低減はそれぞれどのくらい

の割合なのですか。 

 
 県  計算は、シミュレーション氾濫モデルで行っておりますが、日沿道による

効果と破堤地点の見直しによる被害軽減効果の割合までは算出していませ

ん。 

 
委 員 そこまで説明してもらえると説得力が増すと思います。多少の手間はかか

るとは思いますが、大まかな傾向を掴めるようしてもらえると良いと思い

ます。 

 
委 員 環境に対する対策はいろいろやっているわけですが、便益とか費用に環境

についての項目を入れるなど、国は評価手法として何か考えていないので

すか。 

 
 県  国交省河川局による治水経済マニュアルの見直し検討については、冒頭で

ご説明いたしましたが、今のところ、環境に関して何らかの項目が追加さ

れるのかどうかは情報がありません。ただ、評価項目を追加するというよ

うな話は聞いております。 

 
委 員 道路事業では、県独自に新たな項目が追加された訳ですし、道路事業以外

でも費用対効果分析において地域の特徴を考慮しても良いのではないです

か。 

 
 県  治水の場合、地域の特性などが評価項目として馴染むのか馴染まないのか、

そういったところも国で議論されているのかも分かりません。 
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委 員 この事業の採択年度が平成２年度ですが、必要性の要因が 25 年前の災害 
    です。なぜ、事業採択までにこのように間が開いてしまったのか説明して

ください。 

 
 県  事業の成り立ちとしまして、昭和 42 年の羽越水害を契機に、胎内川ダム

を建設しました。その後、資産の変化があったこと、さらに昭和 53 年、

56 年にこの流域で災害があったことから、治水レベルについて見直しをし

ようという機運が高まり、その結果、事業化されたのが奥胎内ダムでござ

います。 

 
委 員 昭和 42 年の水害だけでなく、事業化の契機となったその後の水害がある

のなら、きちんとそれも資料に記載してください。 

 
 県  以後、そのようにしたいと思います。 

 
委員長 委員会として意見を取りまとめたいと思います。県は事業継続したいとい

うことですがいかがですか。 

 
委 員 この委員会の前に行われた「奥胎内ダムに関する意見聴取会※」での資料、

議事録などが事前に送られてきておりましたが、この取扱いはどうなるの

ですか。 

 
委員長 それは、委員個人が、それら資料を読んで、判断の材料にすればいいとい

うことです。 

 
委 員 委員個人の従来からの考えに基づいて判断すればいいということですか。 

 
委員長 そうです。特にこの箇所だけ代わった手法などが示されているわけではあ

りません。我々がどう思うかということだと思います。検討対象的な扱い

にするか、事業継続的な扱いにするかということです。事業継続するにし

ても、何か附帯条件を付けることも可能です。 

 
委 員 ダムが役に立つかどうかという議論もあるとは思いますが、役に立つこと

は絶対に間違いないと思います。ダムによって洪水制御に、何かしらの効

果があることは 100％間違いない話です。ただ、その効果をもたらすため

に他に犠牲にしているものがあるというのが反対されている方々の主張だ
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と思います。ですから、ダムの効果とその犠牲とを秤にかけたときにどう

思うかというところが論点だろうと思います。洪水に対してある程度容認

すべきであるという考え方の先生もいますし、ダムの効果がどれくらいあ

るのかというところでも学者の間で様々な意見がありますが、私は効果が

あることは間違いないと思っています。 
    今回、Ｂ/Ｃが低下していることから、数値だけ見れば効果が薄れてきてい

るのかもしれませんが、個人的には従来からの洪水制御という意味合いを

評価せざるを得ないと考えています。 

 
委員長 ５年前の再評価委員会では、審議の結果、県の判断を支持しました。その

後の状況の変化としては、多少、国レベルで混沌としている部分はありま

すが、その判断を変えるまでの大きな変化はないと思います。それらを踏

まえて、委員会として県の実施方針案を支持したいと思いますがいかがで

すか。附帯条件も必要なら付けてもいいと思いますが。 

 
    ＜異議なし＞ 

 
委員長 それでは、委員会の意見として、奥胎内ダムにつきましては県の実施方針

案のとおりとしたいと思います。 

 
 
※ 奥胎内ダムに関する意見聴取会 
    奥胎内ダムに関しては、予てより県民の皆様から様々なご意見をいただいてき 
  たことから、第４回新潟県公共事業再評価委員会に先だち、｢胎内川総合開発事 
   業促進期成同盟会｣と｢奥胎内ダムを考える会｣の方々をお招きし、県が各々から 
   ご意見を聴取させていただきました。 
   この意見聴取会の際に、両会から提出された資料及び議事録については、再評 
  価委員会前に委員に送付し、目を通していただいたうえで委員会を開催したもの 
  です。 

 
 

【市町村所管事業】 

 

●公共下水道事業（佐渡市） 

 

委 員 汚水と雨水は同じ管を使うのですか。 
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佐渡市 いいえ。汚水と雨水は別の排水管となる分流式を採用しています。汚水は

処理場で処理し、雨水は河川や海へ直接放流します。 

 

委 員 大雨の際の浸水を防ぐ目的のようですが、下水道が唯一の対策ですか。他

にも小河川や排水路もあると思いますが、それらとの一体的な計画はして

いないのですか。 

 

佐渡市 河川や排水路などと一体的な計画を立てた中で、できるだけ事業費のかか

らない対策を考えています。既設の側溝などがあれば、それを雨水計画に

取りこんでいます。 

 

委 員 他の農業排水路や小河川も合わせた中で、この下水道は、概ねどれくらい

の浸水防除の効果の割合を受け持っているのですか。 

 

佐渡市 場所によって一概に言えませんが、７割くらいのイメージを持っています。

既設の設備があればそれを活用し、既設のもので対応できないところを下

水道で補うという考え方です。 

 

委 員 面積は No.70 より No.71 の方が大きいのに、総事業費は No.70 の方が大き

くなっているはなぜですか。用地買収の関係ですか。 

 

佐渡市 No.70 は、区域の外から流入する面積が No.71 よりも大きいため、管渠の

断面が大きくなっています。このため No.71 より事業費が高くなっていま

す。 

 

委 員 費用対効果ですが、便益についてはかなり高い値が出ていますが、内訳は

どのようなものですか、工業団地の部分や道路冠水なども便益に入ってい

るのですか。 

 

佐渡市 便益計算には道路冠水は含まれていません。現地の地形をメッシュに切っ

て、降雨シミュレーションにより、家屋や事業所の浸水被害による被害額

を算定しています。その中に工業団地部分の浸水による被害額も計上して

います。 

 

委 員 その内訳についてもう少し詳しく教えてください。 

 

佐渡市 雨水対策施設を整備する場合と整備しない場合の家屋・事業所被害額の差
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を便益として考えています。 

  

委 長 河川だと、計画高水位があって、大雨が降ったときにここが浸水して、こ

こは大丈夫といった形で便益を計上すると思いますが、下水道についても

そのような形で説明してもらうと分かりやすいのですが。 

 

委 員 ハザードマップのような浸水区域図を用意し、大雨の場合はどこが冠水し、

施設を整備することでどのようになるか図示してもらうと理解しやすいで

す。 

 

佐渡市 No.70 の大道川左岸第 1 排水区の場合、シミュレーションを行い、下水道

施設が未整備な場合、50 年確率降雨の大雨時は床下浸水６戸が発生し、施

設整備後はこれが解消されることで便益を計上しています。 

 

委 員 No.71 は、海に隣接していますが、このようなところでは下水道で排水す

るよりも小河川など他の方法で排水するほうが効果的なのではと思います

がどうですか。 

 

佐渡市 小河川などはいくつかありますが、この小河川に至るまでの排水路を下水

道で整備する必要があります。この小河川など、既設のものを活用しつつ

整備をしていく予定です。 

 

委 長 ほかに河川事業などもあると思いますが、下水道事業と河川事業は連携を

とって行っているのですか。 

 

佐渡市 河川管理者の県と調整の上、事業を行っています。 

 

委 員 これは分流式ですか。それとも合流式ですか。 

 

佐渡市 分流式を採用しています。 

 

委 長 先ほどの話にもありましたが、No.70 と No.71 を比較すると管渠延長１km

あたりの単価が No.70 の方が高いがなぜですか。 

 

佐渡市 No.70 の暗渠は、1.5ｍ×1.5ｍのボックスカルバートが主で、No.71 は、最

大でも 0.8m 程度の排水路ですので単価が異なります。 
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委 員 最初のパワーポイントの説明の中で、費用について「今回」加えていると

いう説明がありましたが、この評価で新たに加えたものですか。それとも

従前から変わっていないのですか。 

 

県 費用の内訳については従前から変わっておりません。雨水計画については、

その策定の際に既存の水路も取り込んでいます。それを補完する形で新た

な幹線管渠あるいは枝線をつくります。従いまして単純に面積が大きいか

ら費用が高くなるとは言い切れません。既設の水路が多いか少ないかが費

用に大きく影響します。 

 

委員長 他にご意見、ご質問はありますか。無ければ、Ｃランクも含め、佐渡市の

３件につきまして継続して進めたいということですがいかがでしょうか。

よろしいでしょうか。 

 

    ＜異議なし＞ 

 

委員長 それでは、佐渡市のご提案のとおり、継続ということで進めていただきた

いと思います。 

 

 

●公共下水道事業（南魚沼市） 

 

委   員 費用の内訳ですが、建設費と用地費の割合を教えてください。 

 

南魚沼市 「⑪費用の内訳」の表のとおり、総費用 1,176 億円のうち建設費と用地 

     費を併せますと 807 億円です。このうち流域下水道の新潟県分が 336 億 

     円、流域下水道につながる市町村分が 471 億円です。県分は処理場と管 

     渠の費用であり、用地買収費が含まれています。市町村分は全て管渠の 

     ため、用地費はありません。よって費用の大半が建設費で、用地費は処  

     理場の用地買収で７億円程度です。 

 

委   員 処理人口 1人あたりの費用が 100 万円ほどとなるようですが、これは高 

     いのですか、それとも安いのですか。高いのであれば、地区的な要因で 

     高くなっているのですか。 

 

南魚沼市 人家が密集している市街地では、1人あたりの建設費は相対的に安くな 

     ります。逆に人家が離れているところでは 1人あたりの建設費は相対的 
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     に高くなります。 

 

委   員 下水道に取り込めば取り込むほど、下水道料金が安くなるから下水道に 

     取り込んでいるのですか。他に農業集落排水や合併浄化槽という整備手 

     段もあると思うのですが。 

 

南魚沼市 南魚沼市は今審議していただいている処理区の他に、農業集落排水 13 

     処理区 11 処理場があります。また、合併浄化槽についても約 500 基の整 

     備を進めております。水質の改善を図るべく費用対効果を考えながら総 

     合的に汚水処理施設の整備を行っています。我々としては、今後、いか 

     に処理場の数を減らして維持管理費の低減を図るかが重要と考えていま 

     す。 

 

委   員 「⑩便益の内訳」を見ますと、周辺環境改善の便益が 1,427 億円となっ 

     ています。国土交通省のマニュアルに基づいて算定しているのだろうと  

     は思いますが、本当にこんなにあるのかというのが率直な感想です。 

     「⑯Ｂ/Ｃの変化の要因」ですが、前回評価した時と今回の評価で何が変 

     わったのか分からないので説明してください。 

 

南魚沼市 前回評価は、昨年、県の流域下水道事業と一緒に評価をさせてもらいま 

     した。前回評価時から変わった点としては、県の流域下水道の事業費が 

     下がったところです。 

 

委   員 資料には、流域下水の建設費（主に電気設備）の変更によるためと書い 

     てありますが、結局安くできたということですか。 

 

南魚沼市 県からは安くできたと聞いています。 

 

委 員 長 複数の処理区を集約すると、処理場もまとめることができると思います 

     が、一方で汚水量が大きくなると処理場の能力を上げなくてはいけませ 

     ん。それでも処理区を集約すると、全体としては安くなるような気がし 

     ますがいかがですか。 

 

南魚沼市 上の原処理区の統合につきましては、処理場の能力の増強を図らなけれ 

     ばならない状況ではないと県から聞いております。ですので、六日町処 

     理場を統合した方が維持管理費の低減ができることにより経済的である 

     と判断しています。 
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委   員 この地区はリゾート地を抱えており、経済社会情勢が大きく変化してい 

     る地区だと思います。スキー人口は激減しています。是非効率化を図っ 

     て欲しいと思います。 

 

南魚沼市 分かりました。 

 

委 員 長 他にご意見、ご質問はありますか。特に無ければ南魚沼市の提案のとお 

     り、継続としてよろしいでしょうか。 

 

     ＜異議なし＞ 

 

委 員 長  それでは委員会の意見としては継続とします。 

 

 

 


